
特定財源の状況（単位：千円）

分担金･負担金

使用料･手数料

国費

県費

市債

その他

R6補正前
予算額

一般財源 79,901

補正額

財源の内訳（単位：千円）

備　　考

事業

根拠条例等

総合計画 基本計画　６－２－１ わかりやすく丁寧な行政サービスを提供します

79,901

宇陀市一般会計予算(市長公室)

事業の目的

区分 区分名№

目

款

項

人事課

　人事院勧告に伴う人件費の補正。

[第 7 号] 事業別シート

　令和6年8月の人事院勧告に伴う給料表の改定、期末手
当及び勤勉手当の支給月数の改定を行う。

事業概要
(理由含）

補正増減
内容

(補正前、
補正後)

3,129,738

令和 6 年度 宇陀市 一般会計

所管課

事業
区分

継続 事業名 一般会計　人件費　補正予算

補正予算

3,049,837

R6現計
予算額

（単位：千円）

給与 1,438,785 1,476,378
職員手当 869,104 899,514
共済費 503,355 508,841

退職手当負担金 238,593 245,005

合計 3,049,837 3,129,738

補正前
補正額

6,412

79,901

科　目 補正後人勧に伴う
給与改定

37,593
30,410
5,486

-1-



特定財源の状況（単位：千円）

分担金･負担金

使用料･手数料

国費

県費

市債

その他

R6補正前
予算額

一般財源 256

補正額

財源の内訳（単位：千円）

備　　考

事業 1 議会費

根拠条例等 特別職の職員の給与に関する法律の一部を改正する法律案、宇陀市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例

総合計画 基本計画　６－１－２ 市民協働のまちづくりを推進します

256

宇陀市一般会計予算 

事業の目的

区分 区分名№

目 1 議会費

款 1 議会費

項 1 議会費

議会事務局

　人事院勧告に基づく、議員期末手当の改定。

[第 7 号] 事業別シート

　令和6年8月の人事院勧告に基づく、国家公務員の特別
職の給与改定に準じ、期末手当の支給月数を0.05月分引
上げを行う。

事業概要
(理由含）

補正増減
内容

(補正前、
補正後)

19,041

令和 6 年度 宇陀市 一般会計

所管課

事業
区分

継続 事業名 議会議員期末手当(人事院勧告分)

補正予算

18,785

R6現計
予算額

科 目 補正前 補正額 補正後
職員手当等 18,785 256 19,041

(単位:千円)
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特定財源の状況（単位：千円）

分担金･負担金

使用料･手数料

国費 15,151

県費

市債

その他

R6補正前
予算額

一般財源

補正額

財源の内訳（単位：千円）

備　　考

事業 8
物価高騰対応重点支援
事業

根拠条例等

総合計画

物価高騰対応重点支援地方創生
臨時交付金　　　　　　15,151

基本計画　１－２－１ だれもが住み慣れた地域で安心し生きがいを持って暮らせるよう支援します

15,151

宇陀市一般会計予算(健康福祉部)

事業の目的

区分 区分名№

目 1 社会福祉総務費

款 3 民生費

項 1 社会福祉費

介護福祉課

　エネルギー価格等の物価高騰による介護保険関係及び
障害福祉サービス提供事業所等の負担を軽減し、市民が
安心してサービスを受けることができる体制を確保する
ため、市内の事業所に対し、予算の範囲内において支援
金を給付する。

[第 7 号] 事業別シート

　市内の民間の介護保険関係及び障害福祉サービス提供
事業所等に対し、「R6奈良県介護サービス事業所・施設
における光熱水費等高騰対策一時支援事業」及び「R6奈
良県障害福祉サービス事業所・施設における光熱水費等
高騰対策一時支援事業」の額を基準とし、その1/2の額
を助成する。また、県の給付金対象外である公的事業所
については、民間事業所と同額となるよう助成する。

事業概要
(理由含）

補正増減
内容

(補正前、
補正後)

15,151

令和 6 年度 宇陀市 一般会計

所管課

事業
区分

新規 事業名 介護・障害福祉サービス事業所等における物価高騰対策重点支援事業

補正予算

R6現計
予算額

※介護保険関係 （単位：円）
民間事業所 定員・事業所数 支給額
入所系 21,000 /定員 10,500 /定員 626 6,573,000
通所系 10,000 /定員 5,000 /定員 378 1,890,000
訪問系 49,000 /事業所 24,500 /事業所 13 318,500
居宅系 16,000 /事業所 8,000 /事業所 14 112,000
公的事業所
入所系 100 3,150,000
通所系 20 300,000
※障害福祉関係

種別 定員・事業所数 支給額
入所系 9,000 /定員 4,500 /定員 111 499,500
GH系 5,000 /定員 2,500 /定員 131 327,500
通所系 8,000 /定員 4,000 /定員 446 1,784,000
訪問系 22,000 /事業所 11,000 /事業所 2 22,000
相談系 4,000 /事業所 2,000 /事業所 7 14,000

14,990,500合　計

県基準額 市基準額

県基準額 市基準額

31,500/定員
15,000/定員

科 目 補正前 補正額 補正後
需用費 0 130 130
役務費 0 30 30
負担金、補助及び交付金 0 14,991 14,991

合 計 0 15,151 15,151

(単位:千円)
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特定財源の状況（単位：千円）

分担金･負担金

使用料･手数料

国費 827

県費

市債

その他

R6補正前
予算額

一般財源

補正額

財源の内訳（単位：千円）

備　　考

事業 3
物価高騰対応重点支援
事業

根拠条例等

総合計画

物価高騰対応重点支援地方創生
臨時交付金　　　　　　　 827

基本計画　１－３－２ 子どもが健やかに育つよう支援します

827

宇陀市一般会計予算(健康福祉部)

事業の目的

区分 区分名№

目 1 児童福祉総務費

款 3 民生費

項 2 児童福祉費

こども未来課

　エネルギー価格等の物価高騰による児童養護施設の負
担を軽減し、利用者の処遇、質の維持を図るため、市内
の児童養護施設に対し、予算の範囲内において支援金を
給付する。

[第 7 号] 事業別シート

　宇陀市内の児童養護施設が実施する二種事業（県補助
非該当事業）に対し、「R6奈良県児童養護施設等に対す
る物価高騰対策支援事業」における支援給付金を基準と
して算出した額を助成する。

①光熱費
　児童養護施設二種事業に係る令和6年度の光熱費×
5.4％÷令和5年度の定員×補助対象年度の定員
②食料費
　児童養護施設二種事業に係る令和6年度の食料費×
15.1％÷令和5年度の定員×補助対象年度の定員

事業概要
(理由含）

補正増減
内容

(補正前、
補正後)

827

令和 6 年度 宇陀市 一般会計

所管課

事業
区分

新規 事業名 児童養護施設等における物価高騰対策重点支援事業

補正予算

R6現計
予算額

科 目 補正前 補正額 補正後
負担金、補助及び交付金 0 827 827

(単位:千円)

（単位：千円）
補助対象経費 R6見込額 R3物価上昇指数 R5利用数 R6見込数 支給額
光熱費 1,200 5.4% 186

食糧費 1,475 15.1% 640

計 2,675 8 23 827

8 23
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　市内の民間医療機関等に対し、「R6奈良県光熱水費等
高騰対策医療機関等支援給付金」の額を基準とし、その
1/2の額を助成する。また、県の給付金対象外である公
的医療機関については、民間医療機関と同額となるよう
助成する。

事業概要
(理由含）

補正増減
内容

(補正前、
補正後)

6,148

令和 6 年度 宇陀市 一般会計

所管課

事業
区分

新規 事業名 医療機関等における物価高騰対策重点支援事業

補正予算

R6現計
予算額

[第 7 号] 事業別シート

宇陀市一般会計予算(健康福祉部)

事業の目的

区分 区分名№

目 1 保健衛生総務費

款 4 衛生費

項 1 保健衛生費

健康増進課

　エネルギー価格等の物価高騰による医療機関等の負担
を軽減し、市民が安心して医療を受けることができる体
制を確保するため、市内の医療機関等に対し、予算の範
囲内において支援金を給付する。

備　　考

事業 2
物価高騰対応重点支援
事業

根拠条例等

総合計画

物価高騰対応重点支援地方創生
臨時交付金　　　　　　6,148

基本計画　１－４－１ 医療体制の充実を図ります

6,148

特定財源の状況（単位：千円）

分担金･負担金

使用料･手数料

国費 6,148

県費

市債

その他

R6補正前
予算額

一般財源

補正額

財源の内訳（単位：千円）

科 目 補正前 補正額 補正後
需用費 0 72 72
役務費 0 28 28

負担金、補助及び交付金 0 6,048 6,048

合 計 0 6,148 6,148

(単位:千円)

民間医療機関 定員・事業所数 支給額
病院 18,000 /定員 9,000 /定員 66 594,000
有床診療所 18,000 /定員 9,000 /定員 19 171,000
無床診療所 18,000 /事業所 9,000 /事業所 14 126,000
歯科診療所 18,000 /事業所 9,000 /事業所 11 99,000
薬局 18,000 /事業所 9,000 /事業所 12 108,000
訪問看護 18,000 /事業所 9,000 /事業所 3 27,000
施術所 18,000 /事業所 9,000 /事業所 13 117,000
公的医療機関
病院 176 4,752,000
無床診療所 2 54,000

6,048,000

県基準額 市基準額

　合　計

(単位:円)

27,000/定員
27,000/事業所
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